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経済論叢(京 都 大学)第162巻 第3号,ユ998年9月

日本 ア.バレル 上位 企業 の分 析

消費と連動するプロセスの創成一

康 賢 淑

1研 究 視 点

経済領域において,.企業が製品の消費者層,消 費水準,企 画 ・製造量.価 格

などをどのように決定する.かは,常 識的なだけに,経 営にとっては常に死活を

制する重要な課題 として研究されてきた。しかし,こ の課題の実現は決 して一

社だけでなされる性格のものではな く,現 実には多数の企業が互いに制約 しあ

う形で行われている。アパ レル製品はあたかも一つ一つが芸術品のようであ り

ながら,一 方ではまさに企業と事業同士の存続にかかわるマスゲームとして市

場の舞台で展開してい く。そ して,そ の製品が消費.者に提示されるまでに,無

数の関連企業が柔軟に組み合わされ,し かもその組み合わされ方は定型ではな

く,核 心企業の創造力ない し駆引きと,独 立したそれぞれの関連企業の淘汰と

再構築の能力によワて変化する。アパレル企業の市場競争力とは,こ うした関

連諸部門の柔軟かつ不確定な組み合わせに常に依存 してきた。

戦後の日本では,実 に多様なアパレル製品が市場に登場してくることになっ

た。そうなるまでに,諸 企業と事業活動が どのように生産と販売に対応し,困

難に耐え,組 織を改変 し,.その過程で如何なる企業の連関構造が生まれてきた

かについては,す でに別稿で検討 した1)。本論文は,焦 点をアパ レル上位企業

の諸機能統合を消費と連動するプロセスの{.k成過程に絞って分析する。それに

1>康 賢淑 「戦後E1本 アパ レル産業 の構造分析」r経 済論叢」第161巻 第4号,ユ998年4月,86-109

ペー ジを参照 されたい。
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よって,ア パ レル産業 の構造変化要因 をさ らに具体 的な次 元で解 明す ることを

課題 と してい る。ただ し,こ こで扱 うのは主要企業の事例で あ り,系 列 ・下請

企業 などについては別稿 を期す ることに したい。

1企 業とプラン.ド

日本 アパ レル産業の先行研究者で ある木 下明浩 は,「 …… アパ レル産業の成

立 は,生 産 ・販 売の主体 として消費者 に能動的 に働 きがける資 本 と,そ の働 き

の受 け手であ る消費者,そ して両者 を媒介す るもの としてのマ.ス ・メデ ィア,

小 売 とい う関係の成立で あった」 と し,「80年 代 アパ.レル産業に おい て,資 本

は細分化 された個別 市場 ご とに,企 画 ・生産 ・販売の全 諸活動 をブラ ン ドを通

じて統合的 に展 開す るに至 った。」 と主張 している㌦ 木.ドの論文で明らか にさ

れ た通 り,確 かに,80年 代 の諸資本 は市場 に対 して能動 的に働 きかけ,細 分化

され た市場 に対 してブ ラン ドを軸 とした企画 ・製造,販 売の活動 を統合 的に展

開 した。

しか し,そ の活動 は生産 と物流面での統合性だけではな く,さ らに消費情報.

を迅速 に企画 に連動 させ る新 たな動向 を も包摂 していた。その意 味では,当 該

産業 の中核 となる上位企業 の統合 と連動の仕組み,お よび個 別経営 の構造 的特

質をよ り具体的 に解 明 してお く必要があ る。 ブラ ン ドは 日本 アパ レル産業 にお

いて,特 に1980年 代 か ら大 きな役割 を果た してい る。 ところが,90年 代 初期 の

ブラ ンド品の台頭 とともに,他 方で は,無 ブラン ド品の流行 もあった。消費者

の心理変化 は繊細 ・多様で,複 雑であ る。 したが って,80年 代 のブラ ン ドは企

業 に とって,特 殊な例 を除いて多 くは,自 分の製品を概 念化 して消費者 に提供

す る.・つ の手段 にな り,物 作 りの本質や 目的ではなか った。そ して,90年 代 に

入 ってか ら,企 業 にとって この二つ を一体化 させ ることが大 きな使命 と.なり,

それ は消費 と連動す る形で現れ てい る。

2)木 下 明 浩 「1弼0年 代 日本 に お げ る アパ レル 産 業 の マ ー ケテ ィ ン グ」 『経 済 論 叢』 第146巻 第5・

6号,ユ990年11・]2月,37一 細 ペ ー ジ。
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2統 合と連動

如何 に売れる合理的なアパ レル商品3含を消費者に提供するかが,企 業の死活

を決める問題 としてよ.り顕在化されている。 したがって,合 理的な商品作 りを

巡って,製 版統合に関する研究が登場 した。その代表的な成果は石井淳蔵らに

よる 『製版統合』である4炉。その論文で,事 例に挙げられたイ トーヨーカ堂の

「連鎖型」から 「星座型」への変化 とは,既 存の見込生産体制を追加生産体制

に組み替え,素 材から販売までの全過程を製造と販売企業が協力 して直接に把

握することである玩1。それによって,コ.ス トダウンが可能に.なり,同 時に規模

の経済性を最大限に発生させることに大 きな意味をみいだしている。そして,

「製版統合」は新 しい情報処理技術 と物流体系の改善による社会的な分業関係

の高度化を基盤に し,店 舗 と組織の効率的な管理運営様式にとどまらず,既 存

の企業間関係を変えて,よ り大きな社会的分業関係を変える方向にまで進 もう

としていると見通 している。 この点は企業間の戦略的提携も含まれ,木 下の指

摘 したようなブランドを通 して行われた統合過程とは異なっている。

石井淳蔵らの以上の論点は筆者 も共感するところである。ただし,以 ドの2

点について疑問がある。

第 ユに,彼 らが主張する統合は,究 極において企業内統合ではなく,生 産と

販売者の資本の結合による企業問関係 として結びついていた場合である。 しか

し,ア パ レル産業における新 しい変化 とは,諸 企業は既存の分業化と自立化 し

ている資本を統合するだけではない。企業規模の大小を問わず,国 際展開とと

3}こ こでい う合理 的な商品 とは,主 に価格 〔コス ト),品 質,美 感 とい う三つの要素が具備され

た ものを指 している。 これからは健康 を重視 し.環 境 をもっと配慮 する要素 も加 えてい くと考 え

るじ

4)石 原武政 ・石井淳蔵編 『製版統.合」 日本経済新聞社,1996年6,」,3-138ペ ー ジ,「製 版統合」

の過程は,元 来資 本関係 のない両者 が,「 情報の共有」 による弱 い結 合か ら,さ らに進んでr意

思決定の統 合」に達 し,設 備投資 を含めた長期的な意思決定 とい う強固な関係 にまで及ぶ と見通

している。

5)「 連鎖型」 は従 来糸か らイ トー ヨー カ堂の店頭 に至 るメ ンバーの関係 がバ トンタッチ型か ら,

「星座型」 は イ トーヨ一方堂が新 しい取引関係,つ まり同社 が商品開発 の主導権 を握 り,糸 か ら

縫製 までに至る生産⊥程 を管理す る関係図か ら名付 けられた。同上書,IN-IIIペ ージ。
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もに 自社 内部 においても,生 産 と販売の両機 能を統合 しよ うと し,ま た,し て

きた%

第2に,情 報 に関 して。確 か に,企 業間関係 は情 報 の共有 によって意志決

定 ・資本 の統合 にまで至 った。 ところが,情 報 の共有 とは,技 術 の進歩や情報

伝達 システムの改善に よって公表が可能 な ものに集中 してお り,外 部 的統合 は

可能であ ると して も,競 争環 境 の厳 しい アパ レル企 業 にとって決定 的で も.つと

も重要な情:報は依 然 として企業 内部 に保有 されてい る。 それ故 に,一 般的 に情

報の共有 による統合 とは元 来限界があ ることを指摘 しなけれ ばな らない。 した

が って,企 業関連 の複雑性,製 品の多様性,在 庫が 出易 いなどの特性 を もつ ア

パ レル産業を,既 存 の一般的 な製販統 合論 で把握す るには,不 十分な ところが

あるだろ う。

本論 における製版統合の定義 とは,情 報 の私有 を基礎 に企業間 と企業内の事

業 内容 の絶 えざる編成替に よって,生 産 と販売過程 をよ り統一的に コン トロー

ルす るこ とが合意 されてい ることであ る。.それでは,以 下の.各節において,諸

資本 と機能統合ない しそれ らを順次 に消費 と連動させてい く点を論証 する。

11連 動プロセスの創成.

日本アパレ.ル産業において,統 合は企業の内 ・外であるかを問わず,あ くま

で情報め私有を基礎にしながらも,消 費動向が企画 ・製造 ・販売により直接的

に連動する姿で展開するものだと考えられる。連動の経路ば,生 産と小売企業

の双方接近による統合形態と,企 業内における生産から小売までの統合による

ものがあり,少 なくともこの二つの形態の把握から産業全体を見通すことが重

要だ と考えられる。ただし,そ の二つの経路には可逆的な側面があるので,本

論ではそれを前提に論を進めておこう。

日本アパレル産業の実態の動きからみると,上 記の二つの連動経路は他社の

6)こ こでい う統 合は連動 との関係を もって説明 しない限 り,具 体的 な像 ほ浮かんで こない と考え

る。本論で は人的資本 に関す る統.含は省略 した。



.第1表 アパレル ・繊維製品における主要企業の市場占有率 (単位:%〕

アパ レル 紳士外衣 婦人外衣 婦人..ド着
企 業 第 ユ位 第2位 第3位 第1位 第2位 第3位i 第1位 第2位 第3位

1984年 樫山8.4 レナ ウ ン6.4 ダー バ ン4.3 ワー ル ド6,3 イ トキ ン4.8 レナ ウ ン4,3ワ コー ル28.1 グンゼ6、8 .野村6.1
85 8.5 5.4 4.4 6.3 4.9 4・21 27.9 6.8 6.1
86 8.7 5.1 4.8 6.3 4.9 4,3・ 28.2 6.9 『

87 8.9 ダー バ ン4,8 レナ ウ ン3.8 6.1 4.9 4.5;i 20.4 セ シー ル14.3 シ ギル レ5,4
88 6.3 3.6 2.7 4.8 4.O 3.81 21.8 18.1 5.5

89 6.4 3.8 2.7 4.6 4.4 3.8 21.5 17.9 6.1
90 6.4 3.8 3ユ 4.4 4.4 3.8 20.7 17.2 6.1
92 6.0 3.6 2.9 4.5 4.4 3.8. .21.1 17.1 6.6
93 5.7 3.6 三陽商会2.8 イ トキ ン4.6 ワール ド4ユ. 3.31 22.2 16.0 6.6
94 5.7 3.1 3.0 4.5 4.3 3.3. 23.0 12.5 7.2
95 5.7 2.9 25 4.2 4.3 3.2∫ 24.o 10.7 7.2
96 5.7 2.9 2.6 4.3 4.3 3.41 24.O 9.8 7.4

...........

繊 維 ナ.fロン.長繊維 綿 糸 …アタリ磯 繊維
企 業 第1位 第2位 第3位 第1位 第2位 第3位, 第1位 第2位 第3位

1984年 東 レ28.己 旭化成19,5 ユニ チ カ19.3 日清紡績9.7 東洋紡8.4 .倉敷紡 績9.31「 菱レーヨン4.1 旭化成20.5 日エクスラン20.0

5

6

8
QO

28.2

28.3

19.7

20.3

16.4

18.6

9.7

10.7.

s.9

8.5

8.31

都築繍8.引
24.1

24.5

21.3

22.3

工 業19.1

18.8

87 29.6 20.5 19.〔 12.1 8.7 ク ラボ ウ8.21 25.3 23.2 18.1
88 29.9 20.3 20.3 123 都築紡績8.0 東洋紡7.8i 25.2 .24.7 18.4

9

D

8

9

30.5

30.6

ユ ニチ カ20,1

20.1

旭化 成19.7

19.7

10,9:

i10,6…

8.6

8.6

クラボウ7.91

近醗 籟所7.7….

24.6

24.5

.23.2

23.2

17.3

17.3
92 40』 20.5 19.8 13.2… 9.9 8.3: 28.5 23.0 工6.4

93 叡40.0 17.7 15.5 9,4… 8.9 9.4 *28,5 撃16,2 東洋紡t29.1
94 41.7 17.8 14.9 13,2「 13.2 ・9 .2　1 *29、1 零15.3 *14.8

95 39.1 旭化成19,0 ユ ニチ カ15 .0 _F

一

』 28.6 20.2 日エクスラン16.2
96 38.9 ユ9.2 15.1 一 } 一 28.2 20.7 工業16.4

注)1〕 樫山はオンワー ド樫山の略語,

2〕 「一」は不明の記 しである。

3〕 「*」 以下はア クリル繊維を示 している。

出所)日 経産業新聞 『市場占有率』 各年次と日経産業新 聞 「ザ ・シ山ア'911よ り作成 した。
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関係や.自社内部において,企 画か ら販売 までの多機能 の統合 を消費 に連動 させ

る性格を強めている。 こう した動向 は,産 業の成 熟段 階になって初 めて生 まれ.

た ものである。そのなかで,特 に成長企 業の消費 との連動 の仕 方は,市 場 の変

化によって,生 産側 の軸か ら消費側の軸へ,そ して受動的か ら能動的 な対 応姿

勢に絶えず振動 しなが ら徐 々に移動 している。

第1表 のよ うに,ア パ レル産業は繊維 産業 と違 って,1984年 か ら96年 の12年

間,..有力 企業 の市場 占有率 は低 くな りつ つある。 それ に対 して,ア パ レル同業

種 間の新 規参 入による競争が非常に激 しい産業だ とい える。1960年 代 か ら90年

代 に至って,.ア パ レル企業,特 に卸 は もともと内部 には持 ち合わせ なか った製

造機 能を,ま た,縫 製企業 は企 画 ・卸機能 を徐 々に拡大 してい き,製 造卸型 に

集中 してい く現象が現れてい るア,。

しか し,こ の形態の前型 とも見 られる 「製造問屋型」は,.か つ て明治30年 代

雑 貨部門 とメ リヤ ス機械道具類 の国内 自給 の達成 と ともに確 立 した㌔ そ の生

産組織 の構造上の特徴は部 分加工業者 の広範 多様 な存在 にあ り,分 業 が非常 に

拡散 的で細分化 されていた。 ところが,現 在で は,製 造卸型 は後 述のよ うに比

較的統合 に収斂 し1(い く傾 向の中で,そ の新た な特徴 が形 成されている。 その

主 な原因 は,生 産設備 ・技術能力 の飛躍的 な進歩 と,市 場 の差別化や 高感度化

によって,比 較的 に製造能力 よ りも販売側め情報 キャ ッチ能力 と企画能力 のほ.

うが問われてい るか らで あろ う。

企業の この動 きか ら見れ ば,前 掲論文で触 れた ように,製 造 と卸が製造卸型

へ集 中 し,後 述 の よ うに製造 卸 型 はまた製 造小売 型或 い はSPA〔Speciality

StoreRetailerofPrivateLabelApparel)へ の現 象が現れ ている。 製造小売型

7)ア パ レル企業 の類型 について前掲論文で既 に分析 した,自 家工場生産率がD-50%未 満の企 業

は製造卸 型と して分類 してい る。 アパ レル企 業の製 造卸型へ の集 中に関 しては,前 掲拙稿論文,

99ペ ージを参照す ること。

8)竹 内常 善 「都市型中小,の 問屋制的再編成 について(3)」 「政経論叢』 第26巻 第1号,1976

年 。竹内 は明治か ら両大戦聞期 までの メ1」ヤスTを 中心 に,具 体的で莫大な実証研究 を通 じて

商業資本 と産業資本の変遷及び相互転 換要因を明らかに した。それ によワて,目 木資木取義の発

展構 造,つ ま り.トか らの資本主義化 とい う特 殊性だ けでは解明で きない と論 じてい る.
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第2表 上位アパレル企業の寿命

(215)31

(単.位:社)

上位 トップ10以 内保持 した企業 ヒ位 トップ20以 内保持した企業

レ ナ ウ ン 東 京 ス タイル

オ ン ワー ド樫 山 小 杉 産 業
1978

ワ コ ー ル レナ ウ ンル ック(94年 まで〉
1

1996間
ワ

三

一 ル ド

陽 商 会

ダ 一 バ ン(94年 まで)

イ ト キ ンG

グ ン ゼ フ ァ.イ ブ ・フ ォ ッ ク ス
ユ980

i
ナ イ ガ イ 〔95まで) ミ ズ ノ

ゴ 一 ル ド

1996問
ジ ヤ バ アG

江)本 論 でL記 の企業 はほとんど取 り扱 ってい7a,Cは グループの意味であ る。

出所}繊 維産業構造改 善事業協 会1ア パ レルハ ン ドブック」 各年 次よ り作.成した。

.とは,企 画 ・生産 ・販売 を一体化 して行 う新 しい業態 を指 す%し か し,こ こ

で指摘 しなけれ ばならない こと,つ ま り,そ の一体化 して行 う前提条件 は,一

つ は市場情報 の収集能力 と迅速かつ安 価なデ リバ リー ・システムの整備であ り,

も う..一つ は産業全体 のCAD・CAMな どや 自動縫 製機な どの導入 による生.産

水準 のア ップで ある。

本論 では,.ま ず第2表 に浮上 した ヒ位企業 を中心 にそれ らが市場 へ どの よう

に対応 し,生 産 と販売 を行 ってい き,消 費 と連動す るプロセスを創 出 したか を

企 業.事例 を通 じて分析す る。

1情 報による企画 ・製造 ・販売

その事例 として,ま ず ここでは販売 に焦点 をおき,製 造卸型の ワー.ル ドとオ

ンワー ド樫 山(以 後 オンワー ドと略す)が どの ように情報 と企 画を中心 にアパ

レル市場 に対応 して きたかを取 り上 げたい1%.

9)SPAを 製 造 販 売 アパ レ ル小 売 業 と もい う。松 尾 武 幸 『アパ レ ル業 界 ハ ン ドブ ッ ク」 東 洋 経 済

新 報 杜,1996年,85ペ ー ジ。

1① 前 掲拙 稿 論 文,89ペ ー ジ。
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ワー ル ドは ファッシ ョン感度 の高い婦 人服 を中心に,紳 士・子 供また服飾雑

貨 とい った アパ'レル商品 を取 り扱 ってい る。小売の視点に立ち,消 費者 ニーズ

にうま く対 応す るために,直 営店 を設置 し,情 報キ ャ ッチ ・ア ンテナ として機

能 させてい る.ユ995年 と97年 の筆者の同社への インタビスーによると,金 売..L

高 に対 す る直営店売 ヒ比率 は1995年 の10%か ら,ユ997年3月25%ま で に大 き く.

貢 献 している。 また,系 列店 には本社か ら人員を派遣 し,新 ブラ ン ド商品や販

売に関 しての指導 を行 う同時 に,需 要側のニーズ情報 を正確 に把握 しようとし.

て い る1%一 方 では 自社 内の流通 チ ャネルを増 加 させ,も う一方で は他社 の流

通資本 を系列化す るこ とで巧 に活用 している。

オンワー ドの創業者であ る樫山純三は,日 本において委託販売制 を開拓 した

先 駆者であ る。 「販売の樫山」 とい う業 界の評価 はそ こか ら生 まれた。 百貨店

に納 入 し,そ れ を もとに して研究開発 にさ らに大 きく投資 した。 第1図 にあげ

た上位企業 の研究開発費比較表にあるよ うに,オ ンワー ドの研究費 は1980年 代

で は トップを維持 し,90年 代 では2位 を占め,よ り正確 な情報 のもとで,研 究

開発 とと もに新 ブ ラ.ンドを次々 に導入 ・成功 させてい った。例 えば,「23区 」

「5大 陸」 「組曲」'幻などがそれである。社 内販売員 の情報 を基 に,研 究開発に

力 を入れ,そ の上で 日々に企画 し,ブ ラン ド製品を創造 したのが オンワー ド成

1D個 別企業でみ ると,生 産においてワール ドと.東京 スタイルはともにテキ スタイル工場,す なわ

ち生地 を生産す る工場を持 っている。流通 におい てワール ドは業界で一番最初に小 売に参.久し,

他社 との戦略的な差別化を積極的に試み た.1975年 にワール ドは直営店 「リザ」を設立 し,ア ン

テナシ ョップ ・情報収集店,パ イロ ッ トショップ ・実験店,モ デルショップ ・模擬 店 として位置

づ け,専 門店経営の ノウハ ウの蓄積 と商 品情報,消 費者情報の収集 に当た っている。83年 段 階で,

.その直営店 は618店 あ り,年 商(3137億 円 に達 し.全 体売.Lの 約12%を 占めている。

例 えば,1993年,市 場飽 和に対す る ワール ドの対応 は迅速であ った.基 幹ブ ラン ドの在庫 品が

出て きた時,畑 崎廣敏社長が同社 のあらゆる情報網 を使 ってその原因 を徹底 的に調 べた結 果,ほ

んのわずかだが,企 画 ヒの ズレが 生 じて いることが明 らかにな った。その結果,収 られた対策 は

組織 を市場 に直結するた めに,基 幹 ブラ ンドであ るコルディアに7つ のサブブ ランドを設 け,短

サ イクル,小 ロッ トとで動 く市場 に短納期で対応で きる体制に編成替えする ことであった。

ワー ル ドは以上のように絶えず変動す る市場の情報 を迅速かつ.正確 に把握 したhで,企 画 と生

産を行 うよ うに転 じた。そ して,80年 代成熟 した 市場であ るに もかかわ らず,総 売.ヒにたいす る

経常利益率はつねに2桁 で,業 界の トップを占め続けていた。

12)同 社提供の社内.資料による。
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注}9D年 代 グ ンゼの比率 に関 して問 い合 わせ た結果 は,統 計方法 と決算時期 の

変化 によるといってい る。一20

出所)各 社の 「有価証 券報 告書』 より作成 した。

長の一つ 重要な原 因だ と考 えられ る。つ ま り,消 費市 場の変化 に巧 く対応で き

た企 業が,上 位企業 として浮上 して きた。

簡 単に見 える毛製品 の場合で も,原 毛か ら消費者に渡るまで所要時 間は平均

473日 間か かる といわれてい る。製造時 間は77日,.在 庫 にいた っては停 留時間

が375日 で,何 と一 年以上 もかか る。結局,機 会費用の損失 と在庫損失(赤 字).

が 生 じ,コ ス ト総額は企業利益 に大 きく影響す る。それ はアパ レル小 売市場 の

26%に もあた っている13〕。その ことは.市場経済で は当然 な現象で もあるが,ア

ベ レル摩業の場合,製 品自身の特性団 によ り,生 産 と販売の時間,シ ステム,

場所,情 報上の分 断 と長 いプロセスがあ り,供 給 と市場の需要に特 に乖離 し易

いか らである。そのために,生 産者 と販売者 はそれぞれ 自分 のポジ ションしか

.見 えない し,市 場 の情報 もその分断構造 によって歪 んでい く。

製品の流通過程 に滞留す る時 間的長さが,隼 産者 に迂 回的適切で ない情報 を

与える機 会を多 くさせ る。いずれ もこの迂回 した情報 の もとで生産 したために,

13)東 洋経済新報社 戦 後日本産業畑1995年 版.590ペ ージ。

14>ア パ レル製品の特性に関しては,前 掲拙稿論文,97-88ペ ージを参照されたい.
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.在 庫損失や機会損失が生 まれて くる。 こうい う意味で は,ア パ レル上位企業が

生産者 と消 費者 との絶 え間の ない コミュニケー ションによって,正 確 な情報 を

得,諸 活動 を連動 させ ることはコス ト削減に,重 要 な意味 を持 ってい るといえ

る。

2連 動による製造の合理化

上述2社 の販売に絞ってみ た場合,他 社の資本を統合 するか それ とも自社内

部 において統合するかは,企 業 の事業 内容 にも大 き く係 わ っているが,そ れぞ

れ の企業の創業期か ら蓄積 して きた取引慣行や体制が違 ってい るに も拘わ らず,

正 確 に消費情報 をキ ャ ッチ し,そ れを企画 と生産 に連動 させ る.必要が認 め られ

て きている点 は共通 していた。 ところが,こ の決定的 な要素 は生産能力水準 に

常 に制約 され てい る。

元来純卸型で外製率が高か った ワコール,オ ンワ.一 ドが内製比率 を拡大 し,

製 造卸型 にな り,ま た今 日で は製造小 売へ も力 を入れている。 もともと謹製造

型で外 製率 の低か った レナウ ンと東京ス タイルは外 製率 を拡大 してい るが,そ

の変動 ほ第3表 の通 りであ る。 この動 きは企業 の情報 を基 に,そ れ を製造 ・販

売 に反映す るだけで はな く,自 分の新たな市場を創 出す るための過程であ った

と見てい 為。つ ま り,企 業 の経済諸活動は よ り消費市場 の動 向 と直結 させ よう

と動いてい る。 この論 点をさ らに詳 しく実証ナ るために,製 造 に視点 を絞 り,

まず 内製率の高い.企業を取 り上 げてみ る。

創業期 に,ワ コー ルでは製造 を下請 に発注 していた。 しか し,他 社 との技術

力格差 をつ けるべ き段 階にな ると,あ る製品 には 「秘密」の内部保持 とい う要

請が生 じて きた。 このため,製 品の殆 どを自家工場で生産す るようになった。

ファ ッ.ション性 の大 きい アパ レル業界で は,こ う.した事情がつ きまとう。 この

ような類似現象 は第3表 を見て もわかる ように,グ ンゼや オ ンワー ドな どの企

業で も認 め られる。

現在の アパ レル企業が市場の ニー ズに即応す るためには,極 めて困難な課題
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第3表 アパ レル上 位 企 業 外 注 依存 度 の推 移 神 位:%)

年 レナ ウ ン オ ンワー ド樫 山 グ ン ゼ .東 京 ス タ イル

1974 20.6 82.O

一一

76 22.9 83.0 56.0

一

78 25.3 84.〔} 63.O 一

80 26.7 85.0 67.0

一

82 28.6 82.0 68.G

.一

84 29.8 79.0 68.G 37.5

85 31.5 79.O 19.7 37.3

86 31.1 76,D 21.3 36.9

87 31.2 75.0 21.1 37.4

88 30.6 74.0 20.7 39.7

89 29.8 74,0. 20.6 38.0

90 30.2 74.0 20.5 38.⑪

91 31.3 73.0 22.7 40.2

92 31.0 73.0. 22.3 44.3

93 29.3 73.0 21.2 45.6

94 28.7 78.0 21.8 44.O

95 25.4 78.0 21.4 43.7

96 27.8 77.0 22.2 41.9

97 26.9 76.0 2ユ.3 40.5

注)本 外注率 は総製造費用に対す る比率であ母。

出所)各 社 のr有 価証券報告書」 各年次 よ り作成 した。

が多い。上位企業は国際的で熾烈 な競争の なかで生 き残 るために,市 場 シェア

の拡大 と規模の経済性を高めるために,イ ・イコス.トの新鋭設備 の導入問題が大

きな課題 になってい る。 しか し,既 存 の設備 を如何 によ り効率 的に活用す るか

も重要 な問題であ った。 ここで は,そ の有効 な対 応の事例 として,グ ンゼの宮

津⊥場 を例 にあげてみ る。同工場 の生 産過 程 において は,(1}縫 製 の流 し方 を

変 えて管理革新 を実現 し,常 に進化 してい く生産 ラインを構築す る ことと,〔2)

ラ イ ン生産 を武器に,切 り替 えに強 く,高 効率生産体 制を成熟 させ るた めに,

生 産方式 を常に改良させ る,と い う2点 の改革方針 を掲 げている。宮津].:場 は,

1980年 代 に人 ってか ら高性能 ミシ ンや特 別 な針や縫 い糸を使用 し,グ ンゼ独 自
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の メカ トロニ クス'助ならび にロボ ッ ト技術 を駆使 して製 品 に仕.ヒげ るよ うに

なった。 このよ.うな設備投資 にと もな って,生 産 ライ ンを 「U」 型 に換 え,縫

製 も半 自動化されるよ うになった。不良製品のチ ェ.ックは主 としてセ ンサ ーに

頼 ってい る。生 産にお け る社 内の アイデ ンテ.イテ ィ ・ス ロい ガ ン 「日.々の管

理」 は製造型戦略 としての特徴が顕著であ り,製 造卸型の オンワー ドの 「日.々

の企画」 とは対照的で ある1%

外 製 について は,ワ ー ル ドが特徴 を持 ってい る。パ タン変化の激 しさは,使

い捨 てのよ うに一 回限 りの品番 を生む'7)。そ のよ うな,少 量 多様 な製品のため

の本格 的な生産体制 をつ くるよ りは,他 資本 を利用す るほ うが よ り効率的で あ

る と判 断され て きた。1980年 代 まで,同 社で は生産の8割 以上を外注に依存 し

15)メ カ トロニクスとは,よ り自動化された ミシンの種類の一つであ る。

16)「 繊妍新 聞」1995年7月31口,8月1・2日 に掲載 された 「戦後五 レ年の証言」で,同 社の小谷

茂雄 専務 は,グ ンゼは戦前か ら品質の重豊:性を重要視 し,そ れ を 「金の品質,銀 の価格1に 例え.

品質第....主義の方針 を貫いて きた ことを強調 している。 グ ンゼの設備改革の要点は.ま さに これ

で はないか と.思飢.

グ ンゼの設憶投資 に関 して,当 社のマーケテ ィング担 当の出中津重氏 に直接 に伺 ったが,具 体

・ 的なデー タは知 らない とい うことであ った。同時に成 見健 史課長 の配慮で,宮 津工場 を見学する

ことがで きた が,案 内 して下 さった田中洋三氏は 「月一 回工場 に行 くが,行 くたび に設備 が変

わ っている」 とおっ しゃワて おられた.そ して,宮 津工場 は もと もと製糸工場だ った。それが,

いまは同社 のアパレル研究所がそ こに設置され,モ この研 究員は 「この 設備 は現在 ワコー ルに も

ない」 と誇 りを持 ってい った。「快 適工房」,「三次元人体計.測器」 など,絶 えず行 われ る技術革

新 や設備投 資は,同 社製 品に対す る消費者の高い信頼性を次第によびおこす ので はないか と思わ

れ る。 ・

グンゼの設備 改革の主な軸 は,や はり消費市場の多様化 への対応 であ った。本社の デザ.イナー

の企画 と,設 備 の生産性 による限界 との問で多 くの トラブルがあったが,そ れ は両者が相互 に協

力す るように して調整 された。生産量{&1960年 か ら80年 まで は年 産1153-18.509デ カ(メ ー ト

ル法の各 単位に冠 して,そ の10倍 表す単位)で,増 加の傾 向にあ った。 それが,8〔,年か ら里年 に

か けて は16,206デ カに減少 している.し か し,製 品の アイテムにつ いては.1980年 には2,638個

であ ったが,94年 には12,1491@1に とか えって急激 に増加 し,多 品種 ・高 付加価値 生産 への転換 を.

示 してい る。

同社が ワコー ルを比較の対 象と して意識す るの にぱその原因がある。 ワコー.一ルは業 界で最初 に

GALSを 導入 した。CALS.と は 「光 速 の 商取 引」 と もい われ(ContinuousAcquisitionand

L迂ecycleS四 四rρ,日 本語で 「生産 ・調達 ・運用 支援統合情報 システム」 と呼ばれて いる。通

産省情報 政策企画室長 の石 黒憲彦氏 は1995年6月;一CALSに つ いて」 とい う報 告で次の ように

述 べている。GALS4i.「 デジ タル標 準の体系」で,目 的は 「緊密 な企業 連携」であ り,理 念 は

「情報α)共有 と連携」であ る.日 本のGALS推 進協議会(略 称 「C正F」)は1995年 設置 された。

17)品 番 とはアパ レル ・パ タンの通 し番号 の ことで ある。
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第2図 ワー ル ドと総 合 ア パ レ ル企28社 の 対 売 上 高 利益 率 比 較

単位;%

14

12

10

8

6

4

2

12.0.

6.0

一つ一 ワ ー ル ド

_●_総 合AP28社

5.5

5.1

8,0

4.4

5.呂

1.9

5.3

1,9

0
89年90..919293

出所〉ワールドの提供資料により作成したD

て いる。 ところが,ユ990年 代 に入 ってか ら同社 の経営戦略 と して製造小売,つ

ま りSPA型 にか な りに力 を入れてい る。SPA型 ブ ラン ドの金売.ヒ高 に対 す

るシェアは1996年3月 期に7.8%,1997年3月 期 には16%と,内 製率 の拡大現

象が現れてい る18)。

ワ ール ドの売上高経常利益率 は,ユ975年 か ら1989年 ま では.平 均.して約16%

.で あ る。 また,産 業全体が80年 代 の横這いか ら90年 代 初頭 に下向に転 じ始 めた.

際 に も,ワ ール ドは,総 合 アパ レル企 業28杜 の利益率 と比較 して,か な り高 い

率 を示 している(第2図)。

紳士 服で 成長 してき.た企業 オンワ.一ドは,外 注依存率 を しだい に低下 させ,

7割 にな った。 これ は生産 において高技術 度を要請 する スー ツ企業 と して は,

成 熟 した市場に対応 するため,多 様化 によって適当な外 注率 を保持 しなが らも,

機 敏な生産戦略を とるために,バ ラ ンスを意識 した合理的な動 きだった と判断

され る。その うえ,状 況によって研究 開発への投下資本 は,一 定の内製率 も必

]8)同 社でのインタビューによる。
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要な条件になるからだともみれる19}。

アパ レル生産に関して,製 品の種類によっては内製と外製の比率が変わ って

くる。 しか し,そ れは決定的な要因ではないと考える。企業にとって内製と外

翼の入れ替わ りには,そ れぞれいくつかの合理性が存在する。

内製め場.合は,先 端設備投資や特化 した専門技術の専有と確保が可能であり,

リスクを内部に抱えるこ.とによって利益が.ヒげられ,取 引上のコストも節約で

き得る。外製の場合は,他 資本 ・多資本の有効利用が考えられるだけではなく,

少資本で多品種 ・多様化の製品市場にも効率的に対応でき.,自社経営資源を研

究開発 と企画などの核心的な部分への集中投入が行える。

それぞれの企業は,利 益獲得にかかわる具体的な条件によっていずれを選択

した結果,製 造による連動の諸様相を生み出してきた。

3イ ニシアチブの掌握

.アパ レル上位企業 は,さ らに消費者需要への接近 を図 る.ことによって,企 画

の効率 化 と商品在庫 の削減 を進め,.企 業利益 を上昇 させ よ うとした。全 ての上

位 企業に当てはまるとは言 えないが,1970年 代 後半か ら80年 代末 において,大

半はそれによって製造部 門における自己の地位 を確保.し,生 産 と流通での主導

権を強化 して きたといえる。商品の企画で も自社 を中心 に しなが ら,各 業種 の

製造や小売企業 と手 を組み,そ の うえで価 格決定権 の拡大 に努めた。第4表 の

共同開発 製品における価格決定方式の分類 は,各 企業で ア ンケー トにJiっ て作.

成 した ものである。製品 の共 同開発のなかで,素 材 と商社 な どと比べ ると,上

位 アパ レル企業 のほ うが価格 の決定権 をほ とん どもって.いる。それだ けで はな

く,素 材の独 占行為 も行われ てい る。例えば,三 陽商会 の場.合はおよそ,90%

以 上 を 自社 に流 している。

イニ シアチブの掌握原 因については,以 下の点か らも指摘す る ことがで きる。

幽 まず
,.第3図 大手5社 の棚卸資産回転期 間について検 討 してお きたい。図を

19)同 上。
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見 て も明 らかなよ うに,80年 代 にア

パ レル産業はすで に成熟期 に入 って

い る。 ここで,第1図 と比較 してみ

.る と,研 究費に最:も大 きく投資 した

オ ンワー ドは利益が上昇 し,1ヶ 月

当た りの棚卸資 産回転率 も速い。 こ

れ は利 益率 が最 も低 く,棚 卸資産 回

転率 の遅い レナ ウンとは対照的であ

る。つ ま り,こ のよ うな収益率の上

昇 と下落,棚 卸 資産lr.11転率 の遅速 は,

その他の要.因もあ ったが,研 究開発

との 関連性 も重 要 な要 因 の一つ で

あ った ことを示 している。

共同開発に関 しては,上 位企業の

ほ とん どが行 って きた ことてあ る。

しか し,こ こで はQRS(QuickRe…

sponsSystem)so}で 急 成長 を遂 げて

きた アパ レル企.業の代表で もあ る,

サ ンリット産業 の事例 をあげ ること

に したい。

第4表 共同開発製品における単価決定方式

企 業 例 1985年 1995年

オ ン ワー ド樫1【1 T T

レ ナ ウ ン T T

ワ コ ー ル T T

レナ ウ ンル ッ ク T T

キ ム ラ タ ウ ン T T

三 陽 商 会 T・M T・M

ゴ ー ル ド T・M T・M

ワ ー ル ド M M

サ ン リ ッ ト M M

ジ ャ ヴ ァG M M

グ ン ゼ S S

ナ イ ガ イ S S

.東 洋 紡 A A

蝶 理 S s

鐘 紡 S S

神 戸 生 絲 . S S

エ フ ワ ン S S
℃

注)丁 当社が.一方 的に決定す る。

M見 積 を もとに当社が..方 的に決定する。

S双 方 話 し会 いによ り合意で決め る。

Aア パ レル製 品の上代は アパ レル企業が

決める。

出所)筆 者 の各社で のインタビュー とアンケー

ト調査結果 によ り作成 した。

サ ンリッ ト産業 は 日本で最 も早 くCAD-CAMシ.ス テムを導入 した中堅 ア

パ レル企業で あ った。1966年8月 の創業 時には,500万 円 の資 本金,従 業員11.

入,売.ヒ 高3億 円で ス ター トしてい る。そ して,わ ずか29年 間で,売 上高が80

20)同 社の社 内資料 による.㈱ サ ンリ ット産業営業部門常任顧 問井 田重男の執筆 した 「繊維生 き残

りとしてのQR」 とする論文では,次 の ように述べ られてい る。QRは 「・・・…情報 テクノロジ・・.

を駆使 した一に も二 に もお客様の経営理念の実践」であ り,そ の上位概念 は 「共 同商品開発」で

あ る.QRを 実施する と,素 材,仕 様,企 画の絞 り込み,意 思 の即時決定 を低い レベ ルで可能 に

し,業 務のルールが 変わ り,企 業 も変わ り,協 調 と競 争が峻別され ると主張 して いる。
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出所}各 社の提供資料により作成した。

億 円以上で26倍 にまで達 し,優 良企業 としてアパ レル業界で注 目され るように

なってい る。サ ン リッ ト産業の大 きな特徴 は,77年 に は知識集約型商品開発 を

目的 とす るよ うにな り,85年 に は アパ レルVANの 高 度利用 によ るサ ンリッ

ト・オー ダ「 ・システ ム(SunlitOrderInputSystem)を 開発 した ことに示

されてい る。 この開発で,同 社 は発 明協会 よ り 「昭和60年 度近畿地方発 明奨励

賞」 などを連続的に受賞 している。 また,サ ン リツ.卜産業の小池俊 二社長 は,

94年 に 日本QRS推 進協議 会の副会 長に就任 した。

ユニ ラ ォーみの製造卸 が主な事業 内容だ った 同社の理念は7ア ツシ.ヨン ・テ

ク ノロジー(Fashion&Technology)と す る もので あった。それ は,比 較的

に安定性のある市場 を もっているにもかかわ らず,消 費者の多彩 な個性化 を図

るために,流 動性 の強いフ ァッシ ョンを会社の基本的な経営理念 として定 めて

い る。1980年 代 にはコ ンピュー ターが オフィスに普及 し,CAD/CAMシ ス テ

ムの工場への導 入機運 も生 まれた。 しか し,サ ンリッ ト産業 はそれよ りも早 く、

75年 か ら数次にわた り,メ カ トロニ クス縫製機 器の導.入を図 り,自 動化 による



日本アパ レル上位企業 の分析.〔225)41

第5表(株)サ ン リ ッ ト産 業 製 品 の 共 同 企 画 と開発 会 議 回 数 と内容

回数/年 内 容

1960年 無1 無

70 4 家庭の洗濯機で丸洗いできる.スーツなど

80 12 職業別の機能を備えたユニフォームなど
噛

90 20… .ゴ ル フ ウ ェ アや 和 服 ユ ニ フ ォー ム な ど

出所)〔 株)サ ソリ7ト 産業 の内部資料に より作成 した。

第6表(株)サ ンリット産業製品の共同開発OR企 画の投資金額と成果

(単位=百 万円)

共 同相手n 投下資本&そ の比率2) 人材派遣 共同開発製品売上高3)

1969年 藍 鉦 笹 無. 癌
'層層」 '.幽, ,.L■ 」幽」L .幽.噛

75 素食 7 14% 3人 372.

80 素企 10 21% 3人 390

83 素企 20 23% 4人 763

86 素企 28 26% 5人 992

89 素企小売 34 32% 7人 1,579

92 素企小売 40 28% 7人 1,654

94 素生小売 45 29% 8人 1,855

注)1)共 同 相手 には(株)サ ンリッ ト産業 の記入を省略 した。

2)サ ン リット産業の投 下資本額であ るp

3)共 同 開発製品の売上高は新製品 グルー・ブの売上高で ある。.

.4)「 素食」 は共 同開発 の相手が 素材企業であ る。

「素企 小売.」は素材企業 と小売企業の ことであ る。

出所).(株/サ ン リット産業の内部資 料 とアンケー ト調査結 果により筆者が作成 した。

縫製工場 の高 度化 を進め,QRβ の 生産体 制 を構築 したのであ る。 さらに,流

通 の面 における戦略 と しては,情 報 ネ ットワークを支 える販売 ネ ッ トワー クづ

くりに大 きな特 徴 を見 ることがで きる。販売体制は,5万 人に1店 舗 の販 売店

.を設置 す るとい う 「人 口比例方式」 の考え方で,全 国 に延べ2,4⑪0店 舗,企 業 「

数で1,800社 の 販売取 引先 を有 してい る。販売 店 とメー カーが 「心 と心の ネ ッ

トワーク」 を結 ぼ うとい う考 えの もとに11.800社 の販売先 の中か ら地域密.着

型の小 売流通店 を選 び 「サ ンリ ット特約店」を組織 している。.
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また,サ ンリッ ト産業が主体 とな り,70年 か ら始 めた共 同企画 と共同開.発の

会議 は当初はわず か年 に4回 で あった。 ところが,90年 に は第5表 の よ うに,

年 に20回 と5倍 に増加 してい る。 グルー プ中の新 製品の売 上高 も70年 には3,7

億 円 だ ったが,94年 に は18.6億 円 に増加 し,全 社売上 の約23%を 占め てい る。

製 品の共 同研究 開発 あるい は企画 の投資 額 も,70年 代 の700万 円か ら94年 の

4,500万 円 にまで増加 した。共 同の相手 も80年 代の末か ら素材企 業だけではな

く,第6表 で示 した よ うに小 売業 も相 手に組み 入れ,同 じテー ブルで 製品企

画 ・.研究開発 をす るよ うになってい る。

このように,サ ンリッ ト産業 は業界の なかで,ハ イ トップの技術設備投資 に

先端 をきったのみではな く,市 場情報 に対応 して絶えず調整す る企画 ・生産 ・

販売 の管理が非常 に科 学的に行われ てきた。 また,素 材企業 お よび小売企業 と

手 を組み,常 に市場を意識 した共 同研究,共 同開.発に よって,ア パ レル産業の

リーダーシ ップを取 ってい る。.そ して,い ち早 くクイ ック ・レスポ ンスに成功

し,優 れた業績 をあげて きた。つ ま り,サ ンリッ ト産業は,生 産,流 通,消 費

を連動 させ ることで,独 自の先駆性 を示す こ とに成功 したのである。

III資 本の統合による連動

アパ レル産業の特徴 は,産 業 の中核 となる上位企業が,企 業の内部 と外部 の

資源 を効率的 に統合す ることによ って,製 造 と販売 を市場に能動 的 に連動す る

こ とで ある。 また,知 識集約化 がすで に相当進 んでお り,数 千億 アイテムの製

品を提供 している。 この ように,さ まざまな製品 を市場 に提 供す る過程で,既

存 の,或 いは他産業でみ られないよ うな特徴 を もった新た な分業関係 が現 れた。

それ はよ り消費 市場 に接近 した,し か も消費 とよ り直結 した ものであ る。

この節で は,市 場ニーズの変化をめ ぐって,企 業が諸資本を内部 と外部 に統

合 ・連動 させ ようとしてい る動 きにつ いて分析 してお きたい』

1980年 代 アパ レル生産の内製率を国際 比較 してみ る と,.ア メ リカ ・フランス

の場合 は売上 の2/3,北 ヨー ロ ッパ は1/2で あ るが,そ れ に対 して 日本で は
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第7表 日本製造業の外翼率

下請企業比率と下請企業の.ド請金額割合0987年 末現在)

下請をし
下請金額の総販売額に対する割合別企業数(%)

..一

産 業 別 ている企
業数(%) 30%未 満

30%以 上

70%未 満

70%以 上
100%未 満

100%.

製 造 業 平 均 55.8 4.5 7.0 7.2 81.3

アパレル製品製造業 79.0 2ユ 2.8 1.8 93.3

繊 維 工 業 79.6 2.⑪ 2.2 1.8 94.0

輸送用器具製造業 79.6 2.8 4.8 9.6 82.8

電気機械器具製造業 794 3.1 4.8 9.3 82.8

食品などの製造業 8.2 18.1 16.0 10.5 55.4

出所}通 産省 「第7回 」:業実態基 本調査」昭和62年12月 よ り作成 した。

1/5に もな ってい ない2u。 つ ま り,日 本 は内.製率が極め て低 い。注 目すべ きこ

とは,...般 的 に内製率 が極 めて低い ことで知 られてい る日本の製造業 におい て

も,ア パ レルは装置産業の繊維 よ りやや高い とはいえ,し か し依然 として極 め

て低い.第7表 の ように,ア パ レルは約8割 の外製率 をもっている。

ところが,そ のなかで,大 手企業 は外注だ けに依存せず,自 家工場 を持つ よ

うにな り,さ らに,販 売事業にまで手 を伸 ば しは じめ てきた点 は注 目されよ う。

つ ま り,企 業の内部での統合が進んでいたので ある。例 えば,1980年 代 の直営

店 の展 開はその一つの例である。

1他 資本の統合による連動

他資本の統合 とは,企 業間同士が最大限Q情 報を相互に公開し,そ のうえで

アパ レルの素材か ら小売までの経済活動を統合し,外 部の資源を有効に活用す

ることである。アパレル産業において,こ の統合は主に系列化を通 じて行われ

ていた。生産における系列化は三つの段階に分けてみることができる。

第一段階は,1950年 代～60年代初期である。この段階は,.主 にアパレル産業

21)池.田 止孝 「進 むアパ レル産業 のFA化 」『調査 月報』 国民金融.公庫,318号,1987年 を参照 さ

れたい。
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の形成期 にあ って,大 量生産を中心 とす る合繊企業 による 「製品系列化 」であ

る。 この系列化においては アパ レル部 門の企業 は主導権 を持たず,多 くは.合繊

.企 業 に依存 し,中 心品種はパ ター ン化 され.たワイシャツ,ブ ラウスや学生服,

作 業服であ った23}。

第 二段階 は,1980.年 代 の.半ばまでである。1960年 代 の後半 ごろか らの合繊企

業 の行 き詰 ま りと,ア パ レル企 業の.合繊企業か らの脱皮過程す なわ ち独 立過程

で ある。 合繊企業の 「製品系列化」 によるワイシ ャツ,ブ ラウスや学生服,.作

業服 な どの中心製品は,し だい1と紳士,婦 人,子 供服 などの既製服の分野に変

わ り始め,こ れ によって,製 造卸型が力 を発揮す るようにな り,生 産 を外注す.

る ことによって 自前の系列化をはか りながら,独 立 の道 を歩 きは じめた。多品

種少量生産が 中心 とな るにつれて,ア パ レル企業 は,積 極 的また 自主的 に活動

し始 め,合 繊企業 と対等な立場で共同企 画がで きるよ うになった。

第三段階 は,1980年 代 後半か ら90年 代半 ばまで を指す。 それ は成熟期 にお け

るアパ レル企業 を基軸 と した生産における系列化で あ り,第 二段階 と比較 して,

企 業 間関係が よ り柔軟 にな っているのが特徴 である。つ ま り,ス ポ ッ ト的な企

業 の協力 関.係が増 えて きた。それは もちろん製品の特性 と も関連性があ る。例

えば,高 級 ブラ ン ド品,ま たは個性 と流行性 が重視 され る婦人服 の場合 には こ

のスポ ット的な協 力関係 が多か っだ ㌔ ワール ドの場 合,19弱 年 には スポ ット

的な工場 が200社 に 対 して,専 属工場 は10社 しか持 ってい なか った。 レナ ウン

ル ックも専属工場 よ りスポ ッ ト的なT:場 が増 え,1995年 に は15%に まで上昇 し

ている召,。

この時期か らは,ブ ラ ンドを中心に製品差 別化,市 場 シェアの争奪戦 を巡 っ

22〕 中込省三 「日本の衣服産業」東洋経済新報社,1975.年5月 。

この点について,木 下明浩も中込省;と 同様な見解をもっている。木.卜.明浩 「1980年代 日本に

おけるアパレル産業のマーケティング」『鋒済論叢」第]46巻第2弓',71ペ ージで指摘されている

が,こ の点については多くの資料によって明らかになっている、つまり,合繊企業は新素材であ

る合繊繊維の販売にあたって,.自ら本業である紡績から縫製業までの加工・流通経路の組織化に

乗り出し,合成繊維の消費を促進しようとしたのであった。

23〕 各社でのインタビューによる。

24〕1995年7月,レ ナウンルックにインタビューした時に教えていただいた。
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.て 企画課 造を.あわせたアパレル親企業を犠 とする企業グルプ 間瀞 の

激化が特徴 にな っている。製造型 の大.手企業 は,生 産の中心 を 自家..]二場 にお き

なが ら,外 部には専属協 力工場 とスポ ッ ト的な協力[場 の両方を もっている2㌔

流通 の系列化 について,ワ ール ドの 「オ ンリーシ ョップ」 とい う系列店が有

夕1である。 これ もワー ル ドの強さの一つだ といわれ ているよ うに,協 力縫製企

業 とワール ド,ワ ール ドと小売店(全 国7,000.専 門店),小 売 店 と消費者 とい う

ワー ル ドの流通 チ ャネル内で,不 動のチ 》ネル ・キ ャプテ ンとしての地位 を得,

全 チ ャネルの主導 的な役割 を担 ってい る。.「オ・ンリー シ ョップ」 とい う.系列 店

づ く りは ワール ド商法 の なか で最 も重 要な位置 を 占め,ワ ール ドが チ ャネル.

キ ャプテ ンとして地位 を築いた大 きな要因であ.ると..同 社 の幹部 は強 く自負 し

てい る鮒。

2自 社資本の統合による連動

製造型 の場 合,内 部への統合 とは,生 産工程 の前後(前 は素材.後 はアパ レ

ルの企画 ・製造)だ けでは な くZ「1,小売 まで を自社 内 に包括 す る統合 を指す。

製造卸型の場合は,.純 卸企業が 成長によって,自 社内 に企画機能 とともに生 産

ライ.ンや直営販売店を持つ総合アパ レル企業 に転擁す る。最近,こ の特 徴を も

つ新 たな形態,例 えば,小 売か ら生産にまで,或 いは生産か ら小売 まで を統合

す る製造小売が それ ぞれの企業で現れてい る。

製造小 売の生成原 因は,第 一 に,フ ァッシ ョン衣類 を中心に レてお り,よ り

高付加価値のあ る製品作 りを 目標 としてい る。第二に,企 画開発か ら消 費者 に

販売するまで,社 外よりも社内の粗織によって市場に対陣する一揖 したシステ

著 〉 ただ し,ナ イガイだ げは例外的に,専 属協 力工場 の比率 が100%で あ る。

ll際 惚 縫 篠1星 謙 貸無 難 緬 段階・分　・・.具陳 …,
工業用パ ター ン化段階,マ ーキングによる要尺決定段階 加工仕様書決 定段階 資材 仕入段階,

とコス ト決定段 階,加 工段 階,検 品と納品段階等であ る。 これについては繊 維産業構造ま　ユニ　

改 輪 業協 会rア パ レル牌 管理1・ 肛』・995年か ら.1に ついて聯3部 ・U麟1部 を参照

したり
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ムの有効性で ある。第三 に,情 報源 に接近 し,最 も重要 な情報 を内蔵化す る こ

ζによって,生 産 と販売 を超短時間内で行 い,速 やか に市場 に対 応で きるか ら

だ といえよ う。

製造小弟型 の特徴 は,国 際的競争力を強めるために,創 造性 を持 ち,リ ス ク

:を 自社負担す ることに よって無駄を排 除 し,同 時 に価格決定権 を持 ちなが ら,

高級 製品を低 いコス トに控 え,消 費者に高いサー ビスを提供 してい ることであ

る。 これは製造卸型 よ りさらに..一貫性が強 く,よ り緊密 した連動機能 をもって

いる といえ.るだろ う。

ワール ドの 自社資本 による統合は,多 分野の情報 と不確実 な消費者の ニーズ

を把 握するのに大 いに役 に立 った。製造か ら小売 まで一部 のみ を内部 に抱 え,

確 実に情報を獲得 し,本 社 は 「研究頭脳集団」的な働 きに限定 した ことが重要

であ った。そ して,.大 きな製造部門や小 売部門は所有せず に,他 社 の施設 を活

用す る経営方針を とってきた。上述の製造小 売の ブラン ドは,情 報 の獲得 と製

品開.発に よる企画を自社 に中心 をお き,生 産 と販売は社外 に組織 しなが ら,消

費 との連動を追求するよ うに進 んでい った。

東京ス タイルは ワール ドとと もに業.界で経常利益の高さで有 名で ある。1992

年 経 常利益率は17.6%で,2桁 の成長率 を数年間持続 して きた。その経営理念

は 「商品本位主義」であ り,商 品開発力や技術力の高 さを維持 しなが ら,素 材

づ くりか ら縫製まで も含めた総合力 を追求 してきた とい う点に特徴 がある。94

年 に入 って,高 野 義雄社長 は 「SPA型 ビジネス」 の促 進 を基本 方針 に して き

た。同社 は当初,縫 製工場 の経営か らスター.トして,大 きな変容を遂 げた。 し

か し,現 在すでに完全に生まれ変わ った にもかかわ らず,社 長は改 めて,さ ら

に 「生 まれ変わ る」 ことを提 案 し,生 産 と販売 を消費の動向に連動 させ,自 社

内部 の組織の一..体化を一層強化 している駄

28〕 電器 産業におい て後 下が 「マ ネシタ」 と言わ れる ように,ア パ レル業界で は東京 ス タイルが

「マ ネスタ」 と呼ばれている。村 沢高志 「3.年後 のアパ レル業界浮沈の構図」KKペ ス トブ ック,

1994年,162-165ペ ージワ
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第8表 アパ レル108社SPAの 成長率 と利益率推移

(Z71)47

禅.位:億 円)

各年 売上高 利 益
雰成長 率1} 利益率 実質繍 成長率2)

92 15,125 1,224 0.0 8.1 1.1

93 15,751 1,213
,

4.1 7.7 0.1

94 15,982 1,059 1.5 6.6 0.5

95 17,304 1,325 8.3 7.7 0.9

96 19,168 1,519 10.8 ア.9 2,2.

「

注)*成 長率は売上対前年比の比率である。
1)矢 野経済研究所 『SPA企業の実態と明日の市場戦略」1997年12月,234-241ペ ージ。出所〕

2〕 実質経済成長率は日本であり,繊 維ファッション情報 『アパレル・ハンドブック』各

年次による。.

自 ら作 って販売す る流通 との完結,或 いは生産 と完結す る製造小 売型が生 ま

れつつある。 これ は製造卸型が一層進化 した新'たな企業型で ある と筆者 は見て

い る。

1990年 代 に入 ってか ら,第8表 のように,製 造卸型 アパ レル企業が製造小売

型 に上昇 してい る傾向が見 られる。.97年 アパ レル総小売市場におけ る製造小売

99社 の シェアL:18.2%だ と予測 され てい た2%し か し,そ れ は既存 のアパ レル

企 業だ けではな く,繊 維素材企業 ・商社 ・小 売の一部 もそのように変身 しは じ

めてい る。

このような連動 機能は生産か ら消費 までの経済合理性か ら生まれ てきたので

あ り,そ して,そ れが アパ レ.ル企業 の成長 に大 きい影響を与えて きた。今 日.

統 合に よる連動 とい う特徴 を強 くもつ新 しい産業 のあ り方 を生みだ している。

結 語

技術進歩と産業構造の変化によって,情 報と物の流れはよりスムーズに効率

化されてい く。つまり,生 産者と消費者 との間での物と情報の流れが,初 発期

の断片的で迂回した形態から,よ り直線的な流れに変わってい く。

以上みように,上 位アパ レル企業の機能を,素 材企業や商社 も保持 しようと

29)矢 野経 済研 究所 『SPA企 業の実態 と明 日の市場 戦略」1997年12月,234-240ペ ージ。
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挑戦 し,さ らに情報 を獲得す るた めに,生 産か ら販売までよ り自己完結的に消

費 に連動 させ ようと努 めている。例 えば,東 レはアパ レル企業を通さずに,自.

社 の海外生産拠 点で糸か らワイシャツや ド着 などを一貫生産 して,直 接 に小売

に流 してい るみ このために,大 手 アパ レルや ス」パーの勤務経験 を もつ約20人

を年俸制 の契約社員 として採用 している跳 かつ て商社 にはなか っな新 たな事

業,素 材や工場 の手 配だけで はな く,.ア パ レル製品 を直接に小 売に販 売 してい

る専 門商社が増えてい る。 モ リリン,グ ンゼ産業,三 共生興,ヤ ギ,カ キ ウチ,

田村駒,帝 人商事,新 興 産業 な どであ るn)。

本論 は上位企 業の製造 ・販売 の統.合と消費動向への連動機能を事例分析 を通

じて明 らか に した。戦後,特 に1980年 代 においで,ア パ レル企業は内部 と外部

の参入 ・共同企 画 ・合弁 ・提携 な どの形態で,諸 経営資源の投 入を多様 に統合

的に展開 してい った。また,そ れぞれの企業が消費市場に見 合 った企 画を,企

業 の内外 資源 を有機的 に利用す る ことによって,生 産 と販売 ゐ諸活 動 を消 費

ニーズに見合 った企 画を軸 に,分 断 した各機能 を,両 方の コ ミュニケー ション

によって順次 に動か し,連 動 させ てい る とい う側面 もあ った ことを強調 してき

た。その 目的 は効率 と利潤率 を高 めるため に正確な消費情報をよ り多 く占有す

るこ とであ る。そ して,上 位 アパ レル企業 は正確な情報を獲得 し,企 業 間関係

の調整 を通 して,自 ら製 品を企画す る過程で,製 造 ・販売を消費動向 と能動 的

に連動 させ得た ことに よって競争優位 を持 ち続 けて きた。

.した が って,初 期 の 既 存 産業 形 態で あ る ダ イ レ ク ト ・チェー ン(Direct.

Chain)式 は崩壊 し,諸 企 業 の企 画か ら消費 まで の統 合 と連動 プロセスの創 出

は,新 た な企業形態 を誕 生させ たので,産 業構造は ラウン ドテーブル ・チェー

ン.(RoundTableChain)式 鋤 に転換 せ ざるを得 なか った。上位 アパ レル企業

30)『 日経 新 聞11996年7月30H付 。

以.ヒ は そ れ ぞ れ.企業 で の イ ン タビ ュ ー お よ び提 供 され た社 内 資料 に よ る.

31).『 繊 研 新 聞11996年4月22日 付 。

32)ダ イ レ.ク ト チ ェー ン式 か ら ラ ウ ン ドテー ブ ル ・チ ェー ン式 へ の 転換 につ い て は,前 掲 拙 稿 論

文.9アー107ペ ー ジを 参照 さ れ た い。
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の このよ.うな リー ダー的な役割 は,関 連産業の全体 的な動 きを大 きく規定す る

よ うにな っているので ある。
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